
④ 手当・年金・貸付
手　　当

手当等
　問 区役所・北須磨支所保健福祉課（裏表紙）

名　　　称 受給資格者 支給要件 所得
限度 支給月額 支給月

特 別 児 童
扶 養 手 当

精神または身体に障害を
有する 20 歳未満の子ど
もを監護している親また
は養育者（施設に入所し
ている場合を除く）

精神または身体に重度の
障害を有する（※）

有

令和5年4月～
53,700円 4月

8月
11月精神または身体に中度の

障害を有する（※）
令和5年4月～

35,760円

障 害 児
福 祉 手 当

常時介護を必要とする 20
歳未満の障害児（施設に
入所している場合を除く）

精神または身体に重度の
障害を有するため、 日常
生活において常時介護を
必要とする（※）

有 令和5年4月～
15,220円

2月
5月
8月

11月

福 祉 手 当
（経過措置）
※新規認定は
あ り ま せ ん 

昭和 61 年 3 月 31 日に廃
止された福祉手当受給資
格者のうち、特別障害者
手当の支給要件に該当せ
ず、かつ障害基礎年金も
受給できない者

特 別 障 害 者
手 当

常時特別の介護を必要と
する 20 歳以上の者
・ 施設に入所している場

合を除く
・ 病院または診療所に 3

か月を超えて入院して
いる場合を除く

精神または身体に著しく
重度の障害を有するため、
日常生活において常時特
別 の 介 護 を 必 要 と す る

（※）

有 令和5年4月～
27,980円

重 度 心 身
障 害 者
介 護 手 当

重度の障害児（者）を居
宅で介護している者（施
設に入所している場合ま
たは、障害者総合支援法
の自立支援給付サービス、
介護保険サービスを受給
している場合を除く）

申請時に 65 歳未満で、6
か月以上ねたきりや常時
介護を必要とする状態に
ある重度の知的障害また
は重度の身体障害（1・2
級）（※）

有 10,000円

障 害 者 特 別
給 付 金

1981 年（昭和 56 年）12
月 31 日以前に 20 歳以上
で障害のあった外国人等、
制度的な理由で障害基礎
年金を受給できない障害
者

重度障害者 重度

重度

・身体障害者手帳（1・2級）
・療育手帳（A 判定）
・ 精神障害者保健福祉手

帳（1 級）
有

令和5年4月～

1月
4月
7月

10月
中度障害者

・身体障害者手帳（3 級）
・療育手帳（B1 判定）
・ 精神障害者保健福祉手

帳（2 級）

令和5年4月～

※ 特別児童扶養手当、障害児福祉手当、特別障害者手当・重度心身障害者介護手当の具体的な支給
要件についてはお問い合わせいただくか、神戸市ホームページにおいてパンフレットをダウンロ
ードすることができます。

S31.4.1以前生まれ
82,562円

S31.4.2以降生まれ
82,812円

S31.4.1以前生まれ
66,050円

S31.4.2以降生まれ
66,250円

こうべ市歯科センター

〔対　象〕 地域の歯科診療所での治療が難しい障害のある方やご高齢の方。自己負担あり（保険診
療）

　　　　　予約制（電話・FAX でお問い合わせください）

〔最寄り駅〕地下鉄海岸線：駒ヶ林駅

障害者歯科診療対応歯科医院

〔内 容〕 神戸市歯科医師会による神戸市内の障害者歯科診療に対応した歯科医院の一覧を、ホー
ムページへ掲載しています。詳しい診療日時や曜日、段差・スロープ、車椅子などの各
種対応については事前に各医院へお問い合わせください。

特定医療費（指定難病）公費負担・特定疾患治療研究事業
　問 区役所・北須磨支所保健福祉課、玉津支所（裏表紙）

〔対　象〕 国が指定する指定難病 （ 338疾患）、県単独特定疾患治療研究事業 （ 3 疾患）、国が
指定する特定疾患治療研究事業 （ 4 疾患）。

〔内　容〕 医療費（保険診療）の自己負担分を一部助成します。所得に応じた自己負担があります。
　　　　　（国が指定する特定疾患治療研究事業は自己負担なし）

小児慢性特定疾病医療費助成事業
　問 区役所・北須磨支所保健福祉課、玉津支所（裏表紙）

〔対　象〕 国が指定する慢性疾病（16 疾患群・788 疾病）に罹患し、疾病の状態が基準告示に定
める程度の新規申請時点で 18 歳未満の児童

〔内　容〕 医療費（保険診療）の自己負担分を一部助成します。医療費の一月あたりの自己負担限
度額が最大 800 円です。

在宅人工呼吸器使用患者非常用電源整備事業

〔対　象〕 在宅において、常時、人工呼吸器（ＴＰＰＶ：気管切開下陽圧人工呼吸、またはＮＰＰ
Ｖ：非侵襲的陽圧換気）を使用している方。

　　　　　※ 医療機関等に入院中の方及び障害者施設等（特別養護老人ホームや介護老人保健施設
などの高齢者施設を含みます。）に入所中の方は対象外

〔内　容〕 24 時間人工呼吸器を使用する在宅の身体障害者（児）及び難病患者等の方に対し、非
常用電源装置等の購入にかかる費用の一部を助成します。

〔費　用〕 用品の購入に係る費用の１割を自己負担。用品の費用が助成基準額を上回るときはその
差額についても負担が必要。

自動車事故対策機構による介護料の支給
　問 独立行政法人自動車事故対策機構兵庫支所　℡ 271-7601　　FAX 271-7603

　自動車事故が原因で、脳、脊髄または胸腹部臓器を損傷し、重度の後遺障害があるため、日常
生活動作について常時または随時の介護が必要となった方に、「独立行政法人自動車事故対策機
構（ナスバ）から介護料が支給されます。
　対象者となる方および詳しい支給要件は、上記お問合せ先にご確認ください。
〔支給金額〕月額　36,500円～211,530円
〔支給制限〕下記の方は支給の対象になりません。

①主たる生計維持者の年間合計所得金額が1,000万円を超える
②ナスバが定める特定の施設に入院・入所している
③他法令による介護料相当の給付を受けている
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特別障害給付金
　問 日本年金機構年金事務所（75 ページ）

〔対　象〕（1）平成 3 年 3 月以前に国民年金任意加入対象であった学生
　　　　　（2） 昭和 61 年 3 月以前に国民年金任意加入対象であった被用者等（厚生年金保険・共

済組合等の加入者など）の配偶者
　上記（1）または（2）に該当した者であって、当時任意加入していなかった期間内に、障害の原
因となった病気やけがについて、初めて医師の診察を受けた日（初診日）があり、現在、障害基礎
年金 1・2 級相当の障害状態に該当する人。（ただし、65 歳に達する日の前日までに当該障害状態
に該当された人に限ります。）

〔内　容〕障害基礎年金 1 級相当に該当する人…月額 53,650 円支給
　　　　　障害基礎年金 2 級相当に該当する人…月額 42,920円支給
〔請求先〕区役所・支所の国保年金係

心身障害者扶養共済制度
　問 福祉局障害福祉課　℡ 322-5133　　FAX 322-6044

〔内　容〕 障害のある方を扶養している保護者が、毎月一定額の掛金を納めることにより、保護者
に万一（死亡、重度障害）のことがありお亡くなりになられたとき、または重度障害状
態に該当されたら、障害のある方に終身にわたり一定額の年金をお支払いする任意加入
の制度です。

　　　　　※ 生活保護を受給している方、市民税が非課税の方などは掛金の減免対象となる場合が
あります。（1 口目のみ対象です。）

〔保護者の加入資格等〕
加入できる人 加入限度 保護者が死亡または重度障害となった場合の年金月額

65 歳未満の健康な保護者 2 口
1口加入の場合　20,000円

2口加入の場合　40,000円

〔障害のある方の加入要件〕
　 　障害のある方とは、次の①～③のいずれかに該当し、将来独立自活することが困難であると認

められる方です。（年齢は問いません）
　　①知的障害者
　　②身体障害者手帳を所持し、その障害が 1 級から 3 級までに該当する方。
　　③ 精神または身体に永続的な障害のある方（統合失調症、脳性麻痺、進行性筋萎縮症、自閉

症、血友病など）で、その障害の程度が①または②の者と同程度と認められる方。

〔毎月の掛金〕（新規加入の場合）
加入（口数追加）時の年度の 4 月 1 日時点の年齢 毎月の掛金（1 口あたり）　※

35歳未満 ９，３００円

35歳以上40歳未満 １１，４００円

40歳以上45歳未満 １４，３００円

45歳以上50歳未満 １７，３００円

50歳以上55歳未満 １８，８００円

55歳以上60歳未満 ２０，７００円

60歳以上65歳未満 ２３，３００円

※ 加入には、独立行政法人福祉医療機構の審査が必要です。また、制度の見直しにより、毎月の掛
金が改定されることがあります。

　なお、障害基礎年金や障害厚生年金、障害共済年金などを受給することができる人は対象になり
ません。また、ご本人の所得や老齢年金、遺族年金、労災補償等を受給されている場合は支給制限
があります。

児童扶養手当
　問 区役所・北須磨支所保健福祉課（裏表紙）

離婚や死亡等により父または母と生計をともにできない児童（及び父または母が政令で定める重
度障害の状態にある児童）を養育している人に支給されます。
〔手当額（月額）〕

＜ 1 人目の児童について＞
　全部支給　44,140円
　一部支給　44,130～ 10,410 円
＜ 2 人目加算額＞
　全部支給　10,420円
　一部支給　10,410 ～ 5,210 円
＜ 3 人目以降加算額＞
　全部支給　6,250 円
　一部支給　6,240 ～ 3,130 円

※ 養育している人が公的年金等を受けることができる場合や、養育している人等の所得が限度額以
上の場合など手当が支給停止となることがあります。

年　　金

国民年金（障害基礎年金）
　問 区役所保険年金医療課（北神区役所は市民課）、北須磨支所市民課（裏表紙）
　　 日本年金機構年金事務所（75 ページ）

〔受給資格者〕 精神または身体に一定以上の障害を有する 20 歳以上の人（20 歳以上で障害が発
生した人は、公的年金制度に加入しており、一定の要件に該当していることが必
要）。老齢年金を受け始めてから障害が発生した人を除きます。

　　　　　　　 20 歳前に障害が発生した人は、20 歳になったときに下表の支給要件に該当してい
れば、20 歳になったときから受給できます。

〔支 給 月〕2・4・6・8・10・12 月
〔支給制限〕 20 歳前の傷病による障害基礎年金は、本人の所得および公的年金の受給等により支

給制限があります。
〔請 求 先〕 障害の原因となった病気やけがについて、初めて医師の診察を受けた日（初診日）が、

20 歳前や国民年金（第 1 号被保険者）加入中である場合は、区役所・支所の国保年
金係。それ以外は日本年金機構年金事務所にご相談ください。 年金事務所へのご相談

支 給 要 件 支 給 月 額 子の加算月額

国民年金法の障害等級 1 級該当者 82,812 円（67歳以下）
82,562 円（68歳以上）
66,250 円（67歳以下）
66,050 円（68歳以上）

第 1 子・第 2 子
1 人につき 19,058 円
第 3 子から
1 人につき 6,350 円国民年金法の障害等級 2 級該当者

〔障害年金生活者支援給付金〕
　障害基礎年金（1 級・2 級）の受給者のうち前年の所得が 472 万 1,000 円以下である人に対し、
給付金が支給されます。
　〔令和 5 年度：1 級月額 6,425 円　2 級月額 5,140円〕

厚生年金（障害厚生年金・障害共済年金）
　問 日本年金機構年金事務所（75 ページ）、各共済組合

厚生年金保険、共済年金加入期間中に障害が発生した場合は、障害基礎年金に上乗せして、障害
厚生年金、障害共済年金が支給されます。

※令和5年度の年金額は、67歳以下（昭和31年4月2日以後生まれの方）と68歳以上（昭和31年
　4月1日以前生まれの方）で異なります。
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特別障害給付金
　問 日本年金機構年金事務所（75 ページ）

〔対　象〕（1）平成 3 年 3 月以前に国民年金任意加入対象であった学生
　　　　　（2） 昭和 61 年 3 月以前に国民年金任意加入対象であった被用者等（厚生年金保険・共

済組合等の加入者など）の配偶者
　上記（1）または（2）に該当した者であって、当時任意加入していなかった期間内に、障害の原
因となった病気やけがについて、初めて医師の診察を受けた日（初診日）があり、現在、障害基礎
年金 1・2 級相当の障害状態に該当する人。（ただし、65 歳に達する日の前日までに当該障害状態
に該当された人に限ります。）

〔内　容〕障害基礎年金 1 級相当に該当する人…月額 53,650 円支給
　　　　　障害基礎年金 2 級相当に該当する人…月額 42,920円支給
〔請求先〕区役所・支所の国保年金係

心身障害者扶養共済制度
　問 福祉局障害福祉課　℡ 322-5133　　FAX 322-6044

〔内　容〕 障害のある方を扶養している保護者が、毎月一定額の掛金を納めることにより、保護者
に万一（死亡、重度障害）のことがありお亡くなりになられたとき、または重度障害状
態に該当されたら、障害のある方に終身にわたり一定額の年金をお支払いする任意加入
の制度です。

　　　　　※ 生活保護を受給している方、市民税が非課税の方などは掛金の減免対象となる場合が
あります。（1 口目のみ対象です。）

〔保護者の加入資格等〕
加入できる人 加入限度 保護者が死亡または重度障害となった場合の年金月額

65 歳未満の健康な保護者 2 口
1口加入の場合　20,000円

2口加入の場合　40,000円

〔障害のある方の加入要件〕
　 　障害のある方とは、次の①～③のいずれかに該当し、将来独立自活することが困難であると認

められる方です。（年齢は問いません）
　　①知的障害者
　　②身体障害者手帳を所持し、その障害が 1 級から 3 級までに該当する方。
　　③ 精神または身体に永続的な障害のある方（統合失調症、脳性麻痺、進行性筋萎縮症、自閉

症、血友病など）で、その障害の程度が①または②の者と同程度と認められる方。

〔毎月の掛金〕（新規加入の場合）
加入（口数追加）時の年度の 4 月 1 日時点の年齢 毎月の掛金（1 口あたり）　※

35歳未満 ９，３００円

35歳以上40歳未満 １１，４００円

40歳以上45歳未満 １４，３００円

45歳以上50歳未満 １７，３００円

50歳以上55歳未満 １８，８００円

55歳以上60歳未満 ２０，７００円

60歳以上65歳未満 ２３，３００円

※ 加入には、独立行政法人福祉医療機構の審査が必要です。また、制度の見直しにより、毎月の掛
金が改定されることがあります。

　なお、障害基礎年金や障害厚生年金、障害共済年金などを受給することができる人は対象になり
ません。また、ご本人の所得や老齢年金、遺族年金、労災補償等を受給されている場合は支給制限
があります。

児童扶養手当
　問 区役所・北須磨支所保健福祉課（裏表紙）

離婚や死亡等により父または母と生計をともにできない児童（及び父または母が政令で定める重
度障害の状態にある児童）を養育している人に支給されます。
〔手当額（月額）〕

＜ 1 人目の児童について＞
　全部支給　44,140円
　一部支給　44,130～ 10,410 円
＜ 2 人目加算額＞
　全部支給　10,420円
　一部支給　10,410 ～ 5,210 円
＜ 3 人目以降加算額＞
　全部支給　6,250 円
　一部支給　6,240 ～ 3,130 円

※ 養育している人が公的年金等を受けることができる場合や、養育している人等の所得が限度額以
上の場合など手当が支給停止となることがあります。

年　　金

国民年金（障害基礎年金）
　問 区役所保険年金医療課（北神区役所は市民課）、北須磨支所市民課（裏表紙）
　　 日本年金機構年金事務所（75 ページ）

〔受給資格者〕 精神または身体に一定以上の障害を有する 20 歳以上の人（20 歳以上で障害が発
生した人は、公的年金制度に加入しており、一定の要件に該当していることが必
要）。老齢年金を受け始めてから障害が発生した人を除きます。

　　　　　　　 20 歳前に障害が発生した人は、20 歳になったときに下表の支給要件に該当してい
れば、20 歳になったときから受給できます。

〔支 給 月〕2・4・6・8・10・12 月
〔支給制限〕 20 歳前の傷病による障害基礎年金は、本人の所得および公的年金の受給等により支

給制限があります。
〔請 求 先〕 障害の原因となった病気やけがについて、初めて医師の診察を受けた日（初診日）が、

20 歳前や国民年金（第 1 号被保険者）加入中である場合は、区役所・支所の国保年
金係。それ以外は日本年金機構年金事務所にご相談ください。 年金事務所へのご相談

支 給 要 件 支 給 月 額 子の加算月額

国民年金法の障害等級 1 級該当者 82,812 円（67歳以下）
82,562 円（68歳以上）
66,250 円（67歳以下）
66,050 円（68歳以上）

第 1 子・第 2 子
1 人につき 19,058 円
第 3 子から
1 人につき 6,350 円国民年金法の障害等級 2 級該当者

〔障害年金生活者支援給付金〕
　障害基礎年金（1 級・2 級）の受給者のうち前年の所得が 472 万 1,000 円以下である人に対し、
給付金が支給されます。
　〔令和 5 年度：1 級月額 6,425 円　2 級月額 5,140円〕

厚生年金（障害厚生年金・障害共済年金）
　問 日本年金機構年金事務所（75 ページ）、各共済組合

厚生年金保険、共済年金加入期間中に障害が発生した場合は、障害基礎年金に上乗せして、障害
厚生年金、障害共済年金が支給されます。

※令和5年度の年金額は、67歳以下（昭和31年4月2日以後生まれの方）と68歳以上（昭和31年
　4月1日以前生まれの方）で異なります。
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　区役所・北須磨支所保健福祉課（裏表紙）で申請の内容等をお聞きしますので、ご相談ください。
点字版のリーフレットもご参照いただけます。

貸　　付

生活福祉資金の貸付
　問 各区社会福祉協議会（裏表紙）

他からの資金の利用が困難な障害者世帯に対し、資金を貸し付けることで、世帯の経済的自立を
図るとともに、 在宅福祉の推進と社会参加の促進を図り、地域社会での安定した生活を支援するも
のです。

〔対　象〕・障害者世帯であること
　　　　　  （身体障害者手帳の交付を受けている方の属する世帯、療育手帳の交付を受けている方

の属する世帯、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方の属する世帯）
　　　　　・民生委員の援助指導が受けられること
　　　　　・貸付金の償還が確実であること
　　　　　・確実な連帯保証人を有すること※
　　　　　※ 連帯保証人がいる場合は無利子ですが、連帯保証人がいない場合は年利 1.5% となりま

す。

〔貸付対象となる資金の用途と貸付限度額等〕
※１　すべての資金において、契約済、購入済、支払済のものについては貸付を行いません。
※２　 貸付には他にも細かい条件があり、諸条件に該当しない場合は、貸付できないことがあり

ます。
　　　詳細については窓口にお問合わせください。

資金の用途 貸付限度額 据置期間 償還期間

生業のために必要な物品の購入など 　460万円以内 6か月以内 9年以内

資格や技能を習得するための学費など

技能を習得する期間が
6月程度　　  130万円
1年程度　　  220万円
2年程度　　  400万円
3年程度　　  580万円

技能習得
期間満了後
6か月以内

8年以内

技能を習得するための学校への入学金など 50万円以内

6か月以内

3年以内

住宅の増改築、補修など 250万円以内 7年以内

福祉用具等の購入 170万円以内

8年以内障害者の社会参加のために必要な自動車の
購入 250万円以内 3か月以内

中国残留邦人等の国民年金保険料の追納 513.6万円以内

6か月以内

10年以内

負傷又は疾病の療養
（療養期間が 1 年以内の場合） 170万円以内

5年以内
介護・障害者サービス等の利用
（利用期間が 1 年以内の場合） 170万円以内

災害を受けたことにより臨時に必要となる
経費 150万円以内 1年以内 7年以内

葬儀など
50万円以内

6か月以内 3年以内住居の移転など 

その他日常生活上一時的に必要な経費 50万円以内
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